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1. はじめに 
近年，フランスのあちらこちらの都市において，交通に

起因する環境負荷の低減を目指した公共交通プロジェクト

が計画・実施されている．これは，2007年5月に就任した

サルコジ（Sarközy）大統領が提案し，2007年7月から開催

された環境グルネル会議（Grenelle de l'environnement）(1)の

提言を受けたものである．環境グルネル会議では，「気候温

暖化への挑戦」，「生物多様性の保全」，「健康への公害影響

防止」の3つを基本テーマとして，国，地方自治体，労働

組合，企業経営者，NGO/NPO らが参加し，6 つのワーキ

ンググループに分かれて協議が進められた1)2)3)4)5)．そして，

2007 年 10 月に発表された環境グルネル会議の最終報告で

は，都市交通分野に関して，TCSP(1)を，イル・ド．フラン

ス（Île-de-France）を除く地域で1,500km新設し，その建設

費用約180億€のうち約40億€を国が負担することとなって

いる 1)． 
環境グルネル会議の提言を実施するために，2009年8月

3 日に各分野の数値目標等を定めた環境グルネル第 1 法が

制定されたのに続き，第1法の内容をより具体化し，交通

分野を初めとする主要6分野（建築物・都市計画，交通，

エネルギー，生物多様性，リスク・健康・廃棄物，ガバナ

ンス）の対策を規定した環境グルネル第 2 法が 2010 年 7
月12日に制定された6)7)8)9)10)11)． 
これらの動きと連動して，国は2008年10月，環境グル

ネル会議の持続可能な都市づくりの一環として，各地方都

市に対して環境負荷低減のための持続可能な都市交通プロ

ジェクト（projets de transports urbains durables）を提案するよ

う要請した．応募された47都市圏75プロジェクトは，大

規模都市施設との近接性や他の都市計画との整合性，潜在

的な利用者数（沿線の人口・従業者数・学生数），予測され

る利用者数や自家用車からの転換率，供用される交通サー

ビスレベル，人口や地理的条件など対象地域の状況，財務

状況，内部収益率やCO2削減量といった社会経済効果など

の観点から評価され，具体的で透明性が高いプロジェクト

が採択された．2009年4月30日に採択された36都市圏50
プロジェクトが発表され（後に2都市圏2プロジェクトが

追加され 38 都市圏 52 プロジェクトとなった）12)13)，この

報道発表では，イル・ド．フランスを除くフランスの都市

圏でTCSPネットワークを2 倍にするために，中央政府が

8億€の財政支援（建設総額60億€）を実施することも併せ

て発表された 12)． 
続いて，2010年10月，2回目の都市交通プロジェクトの

募集が行われた．54都市圏80プロジェクトの応募があり，

地域圏（Région）より提出され不適格とされた 2 プロジェ

クトを除く，78件の実施計画について調査・分析が行われ，

1 回目のプロジェクトと同様の観点から評価された14)．そ

して，2011年2月9日，78件全てのプロジェクトが採択さ

れたことが発表された 14)．建設総額は75億€で，中央政府

により5.9億€の財政支援がなされることとなった 14)． 
このように，都市内公共交通整備を推し進めているフラ

ンスの都市交通政策については，わが国においても関心が

高く，環境グルネル会議や概略ではあるものの関連する都

市交通プロジェクトについては，わが国においても既に紹

介されている 8)9)10)． 
本稿では，環境グルネル関連の都市交通プロジェクトを

計画している各自治体が作成した個々のプロジェクト計画

書の記述に基づいて，その内容を詳細に検証することによ

り，都市内公共交通整備の先進国としてわが国においても

注目されているフランスにおける都市交通政策の現状と今

後について，どのような都市内公共交通プロジェクトが計
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画され実施されようとしているのかを事例報告として整理

し提示することを目的とする． 
周知の通り，フランスでは，1980年代以降，ナント（Nentes，

1985年），グルノーブル（Grenoble，1987年），ストラスブ

ール（Strasbourg，1994年）といった都市において，次々と

LRTが導入され，なかでもストラスブールは，まちづくり

と LRT 整備を連動させた成功事例として世界各国から注

目を集めてきた．2011 年末現在，フランスにおける LRT
導入都市は，20都市となっており，そのフランスにおいて，

今後，どのような都市内公共交通プロジェクトが実施され

ようとしているのかを整理し事例報告として提示すること

は，わが国において都市交通政策の今後について議論する

際に，有益な示唆を与える貴重な資料となるものと考える． 
 
2. 都市内公共交通整備関連制度の変遷 
環境グルネル関連プロジェクトの詳細を検証する前に，

その背景を理解するために，ここでは，これまでのフラン

スにおける都市内公共交通整備関連制度の変遷を概観する． 
フランスにおいて，交通政策の基本法となっていたのが

1982 年に制定されたフランス国内交通基本法（LOTI：Loi 
d'orientation des transports intérieurs，1982 年 12 月 30 日の

No.82-1153 法）である．LOTI には，フランス国内の交通

に関する原則とその将来に向けての方向性が示されており，

「誰もが容易に，低コストで，快適に，同時に社会的コス

トを増加させないで移動する権利」である「交通権」が定

義されていた15)16)17)18)． 
LOTIは2010年10月に交通法典（code des transports）に

移行されており，都市内交通に関しては，交通法典第Ⅱ部

IV章L1214-2（LOTIでは第28条）に都市圏交通計画（PDU：
Plan de Déplacements Urbains）の基本的概念が記載されてい

る19)20)．PDU は全ての都市内交通機関を包含した総合交通

計画であり，1996 年 12 月に制定された大気とエネルギー

に関する効率的利用に関する法律（LAURE：Loi sur l’Air et 
l’Utilisation Rationnelle de l’Energie）21)22)により制度化され，

10 万人以上都市圏に PDU の策定が義務づけられた 8)20)21)．

そして，PDUは，2000年12月に制定された連帯・都市再

生法（SRU：Loi relative à la Solidarité et au Renouvellement 
Urbains）21)22)によって，それぞれ従前の都市基本計画（SD：
Schéma Directeur），土地占用計画（POS：Plan d’Occupation des 
Sols）に変わって導入された広域総合計画スキーム

（SCoT：Schéma de Cohérence Territoriale），都市計画ローカ

ルプラン（PLU：Plan Local d'Urbanisme）8)21）との整合が図

られるようになった． 
また，2005年2月には，身体障害者の権利・機会の平等，

参加，市民権に関する法律（PH：Loi n° 2005-102 du 11 février 
2005 pour l'égalité des droits et des chances, la participation et la 
citoyenneté des personnes handicapées）23)が制定され，交通機

関や公共の建築物において，trip chainを考慮した総合的な

バリアフリー施策が実施されることとなった． 
こうした都市交通計画を財政面から支えているのが

1971年にパリで，1973年には地方都市圏で導入された交通

税（VT：versement transport）である．1973年の地方都市圏

への導入当初は対象が人口 10 万人以上の都市圏に限られ

ていたが，その後徐々に対象都市圏が拡大し，2000年には

人口1万人以上の都市圏にも適用されるようになった．交

通税は，都市圏内の一定規模以上の事業者を対象として，

支払給与総額に対して課税され，その税率は，人口規模や

導入されている交通機関によって定められている．現在，

の最高税率は 2.00%（パリを除く）24)となっており，都市

内公共交通の整備運営費用に占める割合も 48.31%（2010
年）24)と非常に高くなっている． 
こうした都市内公共交通整備関連制度の拡充とともに，

先述のように，フランスでは，1990年代以降，LRTなどの

TCSP を中心とした都市内公共交通整備が急速に進められ

てきた．しかし，2005年に国によるTCSPインフラ整備補

助の新規採択が打ち切られることになった 8)．もともと国

による補助が都市内公共交通の整備運営費用に占める割合

は数%とさほど大きなものではなかったものの，国による

都市交通政策の今後に注目が集まっていた． 
こうした中で，前述のように，2007 年 10 月に発表され

た環境グルネル会議の最終報告において，国がTCSP 新設

に対する補助を再開することが発表され，地方自治体に対

する2回の都市交通プロジェクトの募集が行われ，実際に

プロジェクトが実施されることとなったのである． 
 
3. 環境グルネル関連プロジェクトの概要 
ここでは，環境グルネル関連プロジェクトについて，各

自治体が作成した個々のプロジェクト計画書25)26)に基づい

て，まず，各プロジェクトの概要について整理する．  
 
(1) プロジェクト採択都市圏数および路線長 
プロジェクトが採択された都市圏数ならびに採択プロジ

ェクトの路線長をTram，BHNS（Bus à Haut Niveau de Service）
(3)，Métro といったモードごとに図.1(1)～(2)に示す．なお，

その他として扱っているモードはケーブルカーと水上交通

である． 
Tramプロジェクトを計画している都市圏は，第1回，第

2回とも約20都市圏あり，第1回，第2回募集分を合わせ

ると，約370kmのTram整備が計画されており，計画通り

実施されると，Tram路線長は2008 年現在の約 2 倍になる

ことになる．さらに，BHNSプロジェクトを計画している

都市圏は第1回募集分では19都市圏とTramを計画してい

る都市圏と同数であるが，第2回募集分では36都市圏と著

しく増加している．全てのプロジェクトが計画通り実施さ

れた場合，BHNSの総路線長は2008年現在の10倍弱，約

750km弱となり，Tramとほぼ同じ路線長のネットワークが

完成することとなる． 
次に，図.2に環境グルネル関連プロジェクト第1回募集

分の採択プロジェクトが発表された 2008 年現在の TCSP
の整備状況を，図.3(1),(2)に，第1回および第2回のプロジ
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ェクト募集で採択されたプロジェクトをそれぞれ示す． 
2008年現在，Métroは5都市圏，Tramは16都市圏，BHNS

は8都市圏（いずれもイル・ド．フランスを除く）でそれ 
ぞれ導入されていた．そして，第1回募集分で，ブレスト

（Brest）など9都市圏で新たにTram導入が計画され（2011
年現在，アンジェ（Angers），ランス（Reims）は既に開業），

ニーム（Nîmes）など16都市圏で新たにBHNS導入が計画

された．さらに，第2回募集分で，ベテューヌ（Béthune）
など 8 都市圏で新たなTram 導入が，アヌシー（Annecy）
など 27 都市圏で新たなBHNS 導入が計画されている．こ

れらの計画によって，TCSPを有する都市圏は2008年現在

の22都市圏から，第1回募集分によって17都市圏が，第

2 回募集分によって 30 都市圏がそれぞれ加わり，計 69 都

市圏となる．全ての計画が予定通り実施されれば，2020年
には，2008年の3倍以上の都市圏でTCSPによる公共交通

輸送が供用されることになり，極めて早いスピードで都市

内公共交通を整備していく計画となっている． 
 
(2) モード別採択プロジェクトの概要 
採択されたプロジェクトの都市圏別平均延長，建設費，

国庫補助率をモードごとに図.4(1)～(3)に示す．図.4(1)に示
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図.1(1) 採択プロジェクトの内訳（都市圏数） 
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図.1(2) 採択プロジェクトの内訳（路線長） 
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すように，Tramの採択平均路線長は第1回募集分の11.3km
から第 2 回募集分では 7.7km と減少しているのに対して，

BHNSの採択平均路線長は11.2kmから12.7kmへと微増し

ている．このことからも，都市内交通プロジェクトの中心

がTramからBHNSへと移りつつあることが窺える．なお，

Métroの第二回募集分の値が13.5kmと第1回募集分と比較

して著しく増加しているのは，採択プロジェクト数が2と
少ないが，一つがレンヌ（Rennes）のLigne2の新設であり，

もう一つがリール（Lille）の既設路線（Ligne1）の容量拡

大であり，いずれも路線長が10数キロのプロジェクトが計

画されているためである． 
各路線の平均建設費は，図.4(2)に示すように，Tram，

BHNSとも第1回募集分と比べ第2回募集分の方が減少し

ている．特にTramは第1 回目約250M€に対して第2 回目

は約175M€と約30%の減少となっており，これは先述のよ

うに採択プロジェクトの平均路線長の減少が影響している

と考えられる．なお，Métro の第二回募集分の平均建設費

についても，先述と同様の理由により，突出した値となっ

ている．各路線の平均国庫補助率については，図.4(3)に示

すように，何れのモードも第 1 回目募集分と比較して第 2
回目募集分の値が低下しているものの，それぞれ約10%程

度の国庫補助を受けてプロジェクトが実施されることとな

っている．国による補助率は約10%と決して大きなものと

はいえないが，2009年4月の第1回募集分採択プロジェク

トの発表に際して，国が地方自治体にプロジェクトの提案

を要請し，このような財政的支援を実施することにより，3
年間に365kmの新路線の建設工事が開始されるとし，政府

支援の重要性が強調されている 12)ことなどからも，国によ

る補助によって，都市内公共交通プロジェクトの実施スピ

ードを向上させようとする意図が窺える． 
 
4. 採択プロジェクトの特徴 
ここでは，採択されたプロジェクトについて，それらの

採択都市圏規模，社会経済的評価に着目して整理し，現在，

フランスにおいて，どういった都市内公共交通プロジェク

トが採択され実施されようとしているのかを明らかにする． 
 
(1) 都市規模別採択プロジェクトの特徴 
第1回，第2回の採択都市圏の人口規模をそれぞれ図.5(1)

に示す．第1回目の採択都市圏は，人口20～30万の都市圏

が12都市圏と最も多く，次いで，10～20万人の10都市圏

となっている．人口 30～50 万，50 万人以上の都市圏もそ

れぞれ6～7都市圏採択されている．人口10万人未満の都

市圏で採択されたのは，アンヌマス（Annemasse）都市圏

のBHNS プロジェクトのみであり，人口 10～30 万人の中

規模の都市圏の採択が目立っている．一方，第2回目の採
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択都市圏は，10～20 万人の都市圏が 22 都市圏と全体の 4
割を占め，次いで10万人未満の都市圏が11都市圏となっ

ている．第1回目の採択都市圏と比較すると小規模な都市

圏の採択が著しく増加しており，中規模都市圏ばかりでは

なく，比較的規模の小さな10万人未満の都市圏においても

TCSPの整備が進みつつあることを示している． 
採択されたプロジェクトのモードごとに，都市圏の人口

規模をみてみると，図.5(2)に示すように．Tramプロジェク

トが採択された都市圏は，第1回目の採択では，人口20～
30万人の都市圏が8都市圏と最も多く，次いで，50万人以

上の 6 都市圏となっており，比較的規模の大きな都市で

Tram プロジェクトが採択されていることが分かる．第 2
回目の採択都市圏についても，50万人以上の8都市圏で採

択されており，引き続き大都市圏での採択が多くなってい

るが，人口10万人未満の3都市圏においてもTramプロジ

ェクトが採択されている． 
一方，BHNS プロジェクトが採択された都市圏は，第 1

回，第2回とも，人口10～20万人の都市圏が，それぞれ，

7件，19件と最も多くなっており，BHNSプロジェクトは

比較的規模の小さな都市圏で採択されていることが分かる．

さらに，10～20 万人の都市圏に次いで，第 1 回目では 20

～30万人の5都市圏で採択されているが，第2回目では10
万人以下の7都市圏で採択されており，より規模の小さな

都市圏での採択が多くなってきている．また，BHNSが採

択されている人口 30 万人以上の都市圏は第 1 回目，第 2
回目を合わせると計 11 都市圏（BAS-RHIN 県を除く）あ

るが，そのうち10都市圏で既にTram等のTCSPが整備さ

れており，それらのネットワークを補完する形でBHNSの

導入が計画されている． 
以上より，それぞれの都市圏の人口規模や必要となる路

線の特性に応じて，採択するTCSP のモードが決定されて

いることが確認できた．そして，第 1 回目と比較して第 2
回目では，特にBHNSを中心に比較的規模の小さな都市圏

での採択件数が多くなっており，また，第1回目の採択で

は，採択時に既に工事を開始していたプロジェクトもいく

つかあり，政府によるプロジェクト募集以前から，プロジ

ェクトが計画されていたものが多数含まれている．これら

のことから，今回の国による環境グルネル関連プロジェク

トの募集によって，中規模以上の都市圏のみでなく特に，

比較的規模の小さな都市圏でのTCSP の早期導入を促す効

果があったと考えられる． 
 
(2) プロジェクトの社会経済的評価 
既述のとおり，第1回，第2回とも各自治体が応募した

プロジェクトは，国により，大規模都市施設との近接性や

他の都市計画との整合性，潜在的な利用者数（沿線の人口・

従業者数・学生数），予測される利用者数や自家用車からの

転換率，供用される交通サービスレベル，人口や地理的条

件など対象地域の状況，財務状況，内部収益率やCO2削減

量といった社会経済効果などの観点から評価された．これ

らの指標は，提案されたプロジェクトが各都市の都市戦略

に合致しているか，さらには，プロジェクトによってもた

らされる交通渋滞緩和などの直接的な効果，ならびに，CO2

削減量などの社会経済効果や財政の持続可能性を総合的に

評価するために用いられている．しかし，評価に際しては，

個々の指標について定量的あるいは定性的な評価は実施さ

れているが，それらの指標の総合化はなされていない．ま
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た，個々の定量的指標による評価については，各自治体が

作成した個々のプロジェクト計画書に記載されている評価

結果が用いられており，必ずしも全てのプロジェクトにお

いて上述の評価指標全てが算出されている訳ではない． 
ここでは，採択されたプロジェクトについて，その定量

的な社会経済的評価指標として用いられている「潜在的利

用者数密度（Clientèle potentielle：沿線人口，従業者数，学

生数の合計値を沿線面積で除した値）」，路線長あたりの平

均年間 CO2 削減量，平均内部収益率を各モードごとに

図.6(1)～(3)に示す．なお，それぞれの図中にサンプル数（上

段）と標準偏差（下段）を併せて示している． 
図.6(1)に示すように，第1回目のTramの「潜在的利用者

数」は第 1 回目のBHNS より約 3 割大きく，「潜在的利用

者数」に応じたモード選択がなされていることが窺える．

しかし，第2回目で採択されたTramの「潜在的利用者数」

は，第1回目のBHNSより小さくなっている．これは，人

口20万未満の6都市でTramプロジェクトが採択されてい

るほか，既に Tram が供用されている都市における延伸プ

ロジェクトが多く含まれているためであると考えられる．

また，第2回目の「潜在的利用者数」は，Tram，BHNSと

も第 1 回目の値よりも低下しており，TCSP 整備がより需

要が少ないと予測される地区にも浸透しつつあることが分

かる．なお，この指標は，単に沿線の人口，従業者数，学

生数の合計値を沿線面積で除したものであり，利用者数を

予測したものではなく，あくまで，利用する可能性がある

人々の人数を表したものに過ぎない点に留意する必要があ

る． 
次に，路線長あたりの平均年間 CO2 削減量については，

図.6(2)に示すように，BHNS，Métroとも第1回目と比較し

て第2回目採択プロジェクトの路線長当たりCO2削減量が

増加している．Tramプロジェクトでは第1回目に比べると

第2回目の採択プロジェクトによる削減量は若干低下して

いており，第 1 回目の標準偏差も 602.9 と大きな値となっ

ている．これは，ある都市圏の2つのプロジェクトによる

CO2 削減量が 1,000t-CO2/km 以上と他と比較して非常に大

きな値が予測されているためで，これらの値を除くと削減

量の平均値は254.9，標準偏差は153.4となる．以上のよう

に，全体として，第1回目と比較すると第2回目はCO2削

減量が大きなプロジェクトが採択されており，より環境改

善に効果のあるプロジェクトが各自治体によって提案され

たことが分かる．次に，モード間のCO2削減量を比較する

と，Métro，Tramプロジェクトによる削減量がBHNSと比

較して大きな値となっており，Tramプロジェクトは採択数

も多く，大きな環境改善効果が期待されていることが分か

る． 
最後に，それぞれのモードごとの平均内部収益率を

図.6(3)に示す．図.6(3)に示すように，各モードとも内部収

益率の平均は 4%を越えている．しかし，個々のプロジェ

クトごとにみると，内部収益率が計算されている全86プロ

ジェクトのうち，内部収益率が 4%を下回っているプロジ

ェクトが，第2回目のTramで2，BHNSで2，計4プロジ

ェクトある．これらは比較的人口規模の大きな都市圏にお

けるTram延伸やBHNS整備，人口10万人未満の都市にお

ける Tram 整備である．先述のように，第 2 回目のプロジ

ェクト採択においては，自治体から応募されたプロジェク

トが全て採択されたという経緯もあり，これら内部収益率

をみる限りプロジェクト実施の妥当性に疑問を持たざるを

得ないプロジェクトについて，今後の動向が注目される． 
 
5. さいごに 
本稿では，都市内公共交通整備の先進国として，わが国

においても注目されているフランスにおける都市交通政策

について，2007 年 10 月に発表された環境グルネル会議の

最終報告を中心に，近年の動向ならびに関連する都市内公

共交通整備制度の変遷を整理するとともに，環境グルネル

会議の提言に基づいて計画された都市交通プロジェクトを

対象として，プロジェクトを計画している各自治体が作成

した個々のプロジェクト計画書の記述に基づいて，その内

容を詳細に検証することにより，フランスにおける都市交

通政策の現状と今後について，どのような都市内公共交通

プロジェクトが計画され実施されようとしているのかを整

理し提示した． 
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環境グルネル関連プロジェクトは，第1回，第2回募集

分合わせて1,000kmを越えるプロジェクトが計画されてお

り，全てのプロジェクトが実施された場合，TCSP を有す

る都市圏は計 69 都市圏となり，1910～1930 年代のフラン

スにおける路面電車最盛期の路面電車導入都市数約 80 に

迫る数となる．また，環境グルネル関連プロジェクトの実

施により，既存路線も含めると Tram 約 750km，BHNS 約

750km弱，合わせて1,500km以上のTCSPが整備されるこ

とになり，2007 年以降，約 10 年の間に極めて早いスピー

ドで都市内公共交通整備を推し進めるという都市交通政策

が採られていることを明らかにした． 
そして，中規模都市圏ばかりではなく，比較的規模の小

さな人口10万人未満の都市圏においてもTCSPの整備が進

みつつあり，TCSP 整備がより需要が少ないと予測される

地区にも浸透しつつあること，第1回目と第2回目で採択

されたプロジェクトならびに採択プロジェクトの路線長な

どから，都市内交通プロジェクトの中心がTramからBHNS
へ移りつつあることを明らかにした．また，2 回に分けて

募集を行うことによって，比較的小規模な都市圏において

も，計画を策定する時間的猶予が与えられ，結果として，

今回の国による環境グルネル関連プロジェクトの募集によ

って，中規模以上の都市圏のみでなく特に，比較的規模の

小さな都市圏でのTCSP の早期導入を促す効果があったこ

とを明らかにした． 
さらに，第1回と比較して第2回募集分では，特にBHNS

を中心に比較的規模の小さな都市圏での採択件数が多くな

っているなど，それぞれの都市圏の人口規模や必要となる

路線の特性に応じて，採択するTCSP のモードが決定され

ていることが確認できた．そして，第1回と比較すると第

2 回募集分は，内部収益率は低下しているものの，CO2 削

減量が大きなプロジェクトが採択されており，時間的猶予

を与えることによって，より国の政策目標に沿ったプロジ

ェクトの提案が可能になったことを明らかにした． 
最後に，環境グルネル関連プロジェクトは．一部完了し

たプロジェクトもあるが，大多数は現在進行中のものであ

り，採択されたプロジェクト計画が今後どのような形で実

施されていくのかを見極めて上で，最終的な評価を行う必

要があると考える． 
 
補注 
(1) 2007年7月から10月にかけて，国，地方自治体，労働組合，

企業経営者，NGO/NPOらが参加し，環境への取り組みを進

めるための具体的な方策について話し合われた会議．なお，

「グルネル」は，1968 年の「五月革命」において，政府，

労働者，経営者がパリのグルネル通りにある労働省において

協議し作成した「グルネル協定」にちなんだものである． 
(2) Transport en commun en site propreの略．専用の軌道ないしは

車線を走行する公共交通機関．専用軌道を持つ LRT や専用

レーンを持つバスのこと． 
(3) 直訳すると「サービスレベルの高いバス」の意．既存のバス

と比較して，運行頻度や信頼性．所要時間，快適性などのサ

ービスレベルが高く，通常，専用レーンを採用しており，

TCSPに分類される． 
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